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多面的価値の創出 
廃棄物の処理機能に加えて、地域エネルギー供給拠点、災害時の防災拠点、環境学習拠点などの機
能を持たせることで、地域の魅力向上や課題解決に資する施設として価値を高める取り組みを進めて
いる事例は次のとおりです。(「施設整備基本構想(P.45、5)」引用) 

【事例 1】地域エネルギー供給拠点(大規模災害時にも稼動を確保、自立・分散型の電力供給や熱供給等) 
自治体名 東京都武蔵野市 
施設名 武蔵野クリーンセンター 
施設規模・
処理方式 120t/日（60ｔ/日×2炉）  ストーカ式 

工事費 111億円（建設工事/消費税込み） 
供用開始 平成 29 年（2017 年）3月 

事業概要 

地域エネルギー供給拠点として、周辺公共施設「市役所・総合体育館・温水プ
ール・コミュニティセンター・周辺の広場（外灯）」に、ごみ焼却施設から熱電（電
気/自営線）と蒸気を連続的に供給。 
（備考：周辺公共施設の防災拠点としての機能を継続するため、災害時にもエネ
ルギー供給できるシステムが構築されている。） 
【周辺公共施設の必要電力】 
◆市役所(災害対策本部･行政機能) 
◆総合体育館(緊急物資輸送拠点) 
◆周辺広場(外灯点灯) 
◆コミュニティーセンター(災害時の地域支援ステーション機能) 
◆ごみ処理施設

事業イメージ等 

出典）多面的価値を創出する廃棄物処理施設整備促進 ガイダンス 事例集（令和 3年 3月） 
【施設全景、地域エネルギー供給施設としての廃棄物処理施設の活用（出所：武蔵野市資料）】

資料９ 
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【事例 2】地域エネルギー供給拠点 
自治体名 熊本県熊本市 
施設名 西部環境工場 
施設規模・ 
処理方式 

280ｔ/日（140ｔ/日×2炉）  ストーカ式 

工事費 113億円（建設工事/消費税込み） 
供用開始 平成 28 年（2016 年）3月 

事業概要 

① 電力供給事業 
環境工場電力を市施設に最適に供給することで電力料金を削減し、その経済的メ
リットの一部を基金化し「省エネルギー等推進事業」の財源として、市民や事業者
に対して電気自動車や低炭素住宅等の導入支援。電力の地産地消により生じる財源
を活用した温暖化対策を目的とする国内初の取組である。 
② 大型蓄電池設置 
避難所等の防災拠点等に大型蓄電池の整備を進めている。平常時は電力のピーク
シフト、ピークカットに活用。電力料金のさらなる削減が期待される。 
③ 自営線設置及びEV充電拠点整備 
自営線による公共施設への電力供給が可能になったことに加え、ＥＶ充電拠点を
整備することで系統電力に頼らない，ＥＶによる避難所等への電力供給が可能。 
④ 全庁的な省エネ 
エネルギーマネジメント事業として、②で公共施設内に設置する蓄電池で電力過
不足の調整を行い、電力の地産地消化率の向上を促進するとともに、①で取得した
データを元に公共施設への省エネ提案を行い、全庁的なエネルギー最適利用を促進｡

事業イメージ等 

出典）多面的価値を創出する廃棄物処理施設整備促進 ガイダンス 事例集（令和 3年 3月） 
【事業概略図（（出所：熊本市資料））】
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【事例 3】地域に新たな価値を創出する廃棄物処理システムの構築〔都市ガス工場とのエネルギー連携〕 
自治体名 広島県廿日市市 
施設名 はつかいちエネルギークリーンセンター 
施設規模・
処理方式 150ｔ/日（75ｔ/日×2炉）  流動床式ガス化燃焼炉 

工事費 195.8 億円（建設工事+運営業務/消費税含まず） 
供用開始 令和元年（2019 年）3月 

事業概要 

従来の廃棄物発電施設では未利用であったタービン排熱を隣接する都市ガス工場に
熱供給し、液化天然ガスの気化作業に利用することが可能。高効率発電と合わせ、世界
最高レベルのエネルギー回収効率を実現。 
備考：液化天然ガスの気化に化石燃料を使わないことで、年間約 5,400ｔの二酸化炭素
（CO2）を削減し、ごみを焼却することにより発電することで年間約 4,300ｔ、合わ
せて年間約 9,700ｔの二酸化炭素を削減することが可能。発電と熱供給を組み合わ
せることにより、世界最高レベルのエネルギー回収効率は約 47％（年間平均）にな
ると試算。（最大時約 68％） 

事業イメージ等 

出典）多面的価値を創出する廃棄物処理施設整備促進 ガイダンス 事例集（令和 3年 3 月） 
【ごみ焼却施設と隣接する都市ガス工場，隣接する都市ガス工場とのエネルギー連携のイメージ図 
（出所：第 2次廿日市市一般廃棄物処理基本計画 後期施策編 平成 30 年 3 月）】
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【事例 4】災害時の防災拠点（大規模災害時にも稼動を確保） 
自治体名 愛媛県今治市 
施設名 今治市クリーンセンター（バリクリーン） 
施設規模・
処理方式 174ｔ/日（87ｔ/日×2炉）  ストーカ式 

工事費 127.98 億円（建設工事/消費税込み） 
供用開始 平成 30 年（2018年）3月末 

事業概要 

地域の防災拠点としての機能を有するごみ処理施設であることに加え、『フェーズフ
リー（「日常時」と「非常時」というフェーズの区切りを取り払った概念）』という新
しい概念を取り入れた施設として整備。 
（備考：「ジャパン・レジリエンス・アワード（強靭化大賞）2019」において、グラン

プリ（最高賞）を受賞。）

事業イメージ等 
（防災機能等）

【防災拠点としての機能】 
非常用発電設備 / 電気自動車 / IH 調理器 / 防災スピーカ / 防災無線 / 
地下水高度処理設備 / 浴室 / 避難所 / 授乳室 / 和室 / 備蓄倉庫 

出典）多面的価値を創出する廃棄物処理施設整備促進 ガイダンス 事例集（令和 3年 3 月） 
【今治市クリーンセンター（外観），フェーズフリーのイメージ図（出所：㈱タクマHP】
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【事例 5】廃棄物系バイオマスの利活用 
自治体名 京都府京都市 
施設名 京都市南部クリーンセンター第二工場 

施設規模・ 
処理方式 

500ｔ/日（250ｔ/日×2炉）  ストーカ式 
選別資源化施設 ： 180ｔ/6 時間 
バイオガス化施設 ： 60ｔ/日（30ｔ/日×2系統） 

工事費 
236億円（建設工事/消費税含まず） 
【ごみ焼却施設，選別資源化施設、バイオガス化施設、既存施設の解体、外構その
他関連する付帯施設整備等を含む】 

供用開始 令和元年（2019 年）9月 

事業概要 

ごみ発電の高効率化に加えて、生ごみをバイオガス化する施設を併設。 
発電能力は、「ごみ焼却発電施設：14,000kW」及び「バイオガス化施設（ガスエン
ジン）：1,000kW」の合計 15,000kWであり、試算では、，一般家庭約 3万 6,000 世帯
の年間電力消費量を賄うことが可能。 

事業イメージ等 

出典）メタンガス化施設の導入事例等（環境省HP） 
【類似設備：防府市メタン発酵槽（出所：防府市提供資料】
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【事例 6】環境学習拠点 
自治体名 京都府京都市 
施設名 京都市南部クリーンセンター第二工場〔環境学習施設：さすてな京都〕 

環境教育・ 
環境学習機能 

①企画展示室（常設展示や企画展示により自然環境を学ぶ場：90m2） 
②セミナールーム（小規模セミナーやワークショップ、工作などを学ぶ場：100m2） 
③アーカイブ（環境・地域関連のデータを収集・保存したアーカイブで、データを基に学ぶ場：
140m2） 
④展示室（最先端の環境技術やエネルギーを体感しながら学ぶ場：190m2） 
⑤広報室（環境学習のオリエンテーションや研修等により、映像・音響を活用しながら学ぶ場：
200m2） 
⑥屋上（芝生広場を設け、ゆかりのある植物を配し、生物多様性について学ぶ場：1,160m2） 
⑦見学者通路（プラットホームやごみクレーンなどごみ処理の実機を見て学ぶ場：2,130m2） 
⑧展望台（眺望景観を一望するとともに、地域の歴史や地勢等を学ぶ場：120m2） 
⑨屋外ビオトープ（地域本来の生態系の復元をテーマに、生物多様性について学ぶ場：100m2） 

供用開始 令和元年（2019 年）9月 

事業概要 
ごみ処理に要する大規模な施設を間近に見学し、それらを教材として、世界最先
端の環境技術を学べるものとするとともに、生物多様性や再生可能エネルギー、環
境面から見た横大路地域の歴史等の幅広いテーマを取り扱い、あらゆる世代が楽し
く学べる、魅力溢れる環境学習の拠点として整備。 

事業イメージ等 

出典）さすてな京都HP
参考）本市では市内小学校 4年生を対象に社会学習の一環として施設見学を実施しています。 

施設見学：ごみ収集車、ごみ焼却炉、不燃物処理場、リサイクルセンター 


